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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景・趣旨 

(1) 計画策定の趣旨 

本町では、平成26（2014）年度に策定した「第４期大口町障がい者ほほえみ計画」

（以下、「第４期計画」といいます。）に基づき、その基本理念である「ともに暮らし 

ともに支え合う 一人ひとりが担い手となるまち おおぐち」のもと、地域共生社会

の実現に向けてさまざまな取組を進めてきました。 

また、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害

者総合支援法」といいます。）に基づく「障害福祉計画」と児童福祉法に基づく「障害

児福祉計画」を策定し、第４期計画と一体となって障害福祉サービス等の充実を図っ

てきました。 

第４期計画では、ライフステージに沿った継続的な支援を基本方針として、大口町

地域包括支援センターの相談支援を中心とした連携体制の強化を図ってきました。ま

た、障がい者の地域生活支援の拠点としてグループホームの整備を支援し、令和２年

４月には開設に至りました。 

その一方で、引きこもりの長期化などにより、本人と親が高齢化し、支援につなが

らないまま孤立してしまう「8050問題」への対応、発達が気になる子どもへの支援体

制の充実、就労の定着支援の充実など、今後の課題も残されています。 

令和２（2020）年度に第４期計画及び「大口町第５期障害福祉計画・第１期障害児

福祉計画」が最終年度を迎えることから、計画の評価と課題の把握を行うとともに、

新たな課題について検討し、両計画の見直しを行います。 

 

(2) 障がい者施策をめぐる動向 

平成18（2006）年、国連において「障害者の権利に関する条約〔Convention on 

the Rights of Persons with Disabilities〕」（以下「障害者権利条約」といいます。）

が採択され、わが国も平成19（2007）年に署名しました。これを受け、「障害者基

本法」の改正、「障害者自立支援法」の「障害者総合支援法」への改正、「障害を理

由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」といいます。）
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の制定など国内法の整備が進められ、わが国は平成26（2014）年１月に障害者権利

条約を批准しました。 

その後も、平成26（2014）年５月に医療費助成の対象を拡大する「難病の患者に

対する医療等に関する法律」（以下「難病医療法」といいます。）の制定と児童福祉法

の改正が行われ、平成27（2015）年１月から新たな難病医療費助成制度が実施され、

障害者総合支援法の対象疾病も拡大されました。 

さらに、平成28（2016）年４月の障害者差別解消法の施行、同年５月の成年後見

制度利用促進法の施行、障害者部会の「障害者総合支援法施行３年後の見直しについ

て」を踏まえた障害者総合支援法および児童福祉法の改正法の公布が行われています。

この改正に基づき、市町村に「障害児福祉計画」の策定が義務付けされました。 

改正のポイントは次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、国の障害者政策委員会において、「障害者基本計画（第４次）」（計画期間：平

成30（2018）年度から令和４（2022）年度）について、障害者権利条約の批准、障

害者差別解消法の施行、さらには東京パラリンピックの開催決定、平成28（2016）

年の障害者支援施設での殺傷事件等を背景として、基本的な考え方、分野ごとの障が

◆障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を

改正する法律（概要）    （平成28年5月25日成立・同年6月3日公布） 
 

１．障害者の望む地域生活の支援 

(1) 地域生活を支援する「自立生活援助」の創設 

(2) 就労定着に向けた支援を行う「就労定着支援」の創設 

(3) 重度訪問介護の訪問先の拡大 

(4) 高齢障害者の介護保険サービスの円滑な利用 

２．障害児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応  

(1) 居宅訪問により児童発達支援を提供する「居宅訪問型児童発達支援」の創設 

(2) 保育所等訪問支援の支援対象の拡大 

(3) 医療的ケアを要する障害児に対する支援 

(4) 障害児のサービス提供体制の計画的な構築（障害児福祉計画） 

３．サービスの質の確保・向上に向けた環境整備 

(1) 補装具費の支給範囲の拡大（貸与の追加） 

(2) 障害福祉サービス等の情報公表制度の創設 

(3) 自治体による調査事務・審査事務の効率化 

施行期日：平成30年４月１日（２.(3)については公布の日（平成28年6月3日）） 
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い者施策の基本的な方向等が審議され、平成30（2018）年３月に閣議決定されまし

た。 

 

(3) 愛知県の動向 

愛知県は、平成５（1993）年に障がい者福祉を含めた総合福祉計画として「あいち

８か年福祉戦略（愛フルプラン）」（平成５（1993）～12（2000）年度）を策定し、

県民福祉の増進を県政の最重要課題として取り組んできました。また、平成12

（2000）年度には、21世紀初頭のあいちの福祉を展望した「21世紀あいち福祉ビジ

ョン」（平成13（2001）～22（2010）年度）を策定するとともに、実施計画を策定

して各種施策を推進してきました。 

平成23（2011）年には、「あいち健康福祉ビジョン」（平成23（2011）～27

（2015）年度）を策定し、保健・医療・福祉を一体的に取り組むことと地域における

支え合いを推進してきました。さらに、平成28（2016）年には、人口構造の変化を

背景に多様化・複雑化するニーズに対応するため「あいち健康福祉ビジョン2020」

（平成28（2016）年度～令和２（2020）年度）を策定しました。 

 

２ 計画の位置づけ 

(1) 計画の法的な位置づけ等 

第５期大口町障がい者ほほえみ計画（以下「本計画」といいます。）は、障害者基本

法第11条に規定する市町村障害者計画であり、国の障害者基本計画及び都道府県障害

者計画を基本とし、「第７次大口町総合計画」の基本理念にある「みんなで進める自立

と共助のまちづくり」を障がい者福祉の分野において具体化するための計画として位

置づけられます。 

なお、障害福祉サービス及び障害児通所支援・相談支援の見込量やその確保策につ

いては、「大口町障害福祉計画・障害児福祉計画」において記載します。 
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(2) 関連計画との関係 

本計画は、「大口町高齢者ほほえみ計画」、「大口町健康づくり計画 健康おおぐち

21」、「大口町子ども・子育て支援事業計画」等関連計画との整合性を図り策定します。 

●計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和３年度から令和８年度の６年間です。ただし、国の動向等を踏ま

え必要に応じて見直し等を行います。 

●計画期間 

 
平 成 
27年度 

平 成 
28年度 

平 成 
29年度 

平 成 
30年度 

令 和 
元年度 

令 和 
２年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

令 和 
７年度 

令 和 
８年度 

大口町 
障がい者ほ
ほえみ計画 

   
 
 

         

大口町障害
福祉計画 

    
 

       

大口町障害
児福祉計画 

    
 

       

 

  

 

第４期計画 

 

第５期計画 

 

第４期計画 第５期計画 

 

国：障害者基本計画 

（第４次） 

第６期計画 

○大口町高齢者ほほえみ計画 

○健康おおぐち21 

○大口町子ども・子育て支援

事業計画 等 

第７期計画 

第１期計画 第２期計画 

 
大口町障がい者ほほえみ計画 

（大口町障害者計画） 

第３期計画 

第７次大口町総合計画 

県：都道府県障害者計

画 大口町障害福祉計画 

大口町障害児福祉計画 
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４ 計画の策定方法 

(1) 策定体制 

本計画の策定にあたっては、医療、保健、福祉、雇用、教育等に従事する専門職、

当事者団体の代表等からなる大口町障がい福祉調整会議において審議しました。 

 

(2) ニーズの把握 

① 障がい者福祉に関するアンケート調査 

本計画の策定にあたって、障がい者やその家族の生活状況や意見・要望等を把握

するために、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、特定医療費受

給者証、自立支援医療受給者証（精神通院）、障害福祉サービス受給者証、通所受給

者証（障害児通所給付費）をお持ちの人を対象にアンケートを実施しました。 

●アンケートの概要 

調査基準日 令和元年11月１日 配 布 数 1,276人 

調 査 期 間 令和元年11月26日～12月13日 有効回答数 694人 

調 査 方 法  郵送配布・回収 有効回収率 54.4％ 

 

② 障がい者福祉に関するヒアリング調査 

本計画の策定にあたって、障がい者やその家族で組織する当事者団体、障害福祉

サービス等提供事業所（以下、「サービス提供事業所」といいます。）の意見等を聴

取し、計画に反映させるためにヒアリング調査を実施しました。 

(ヒアリング調査の概要) 

年月日 対象団体 種 別 

令和２年８月26日 大口町身体障害者福祉協会 当事者団体 

令和２年８月27日 
尾北地域精神障害者家族会しらゆり会大口

支部 
当事者団体 

令和２年９月１日 大口町心身障害児（者）親の会 当事者団体 

令和２年９月 サービス提供事業所 町内のサービス提供事業所 

 

  



 

 - 6 - 

 

第２章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

障がいの有無に関わらず、望んだ場所で暮らし、やりたいことをするという「当たり

前」の権利と自由を認め、誰もが社会の一員として尊厳をもって生活することを目的と

しているのが障害者権利条約です。 

わが国では、この障害者権利条約を批准するために法律を整備する必要がありました。

言い換えれば、「当たり前」でない制度や考え方を変える必要があったのです。 

障害者基本法の改正や障害者差別解消法の制定をはじめ法整備を行い、平成26

（2014）年１月、わが国は条約を批准しました。これでようやくスタートラインに立つ

ことができたのです。 

第４期計画の期間は平成27（2015）年度から令和２（2020）年度です。まさに障害

者権利条約に沿った価値観や社会制度が動き始めた時期にあたります。この間、いわゆ

る合理的配慮の考え方が普及するにつれ、障がい者の一般就労が増えたり、障がいのあ

る子どもたちの放課後の居場所が確保されたり、地域社会における認知は大幅に進んで

きました。しかし、誰もがお互いに理解し合えるという域には未だ達していないのが現

状です。 

本計画では、障害者基本法が目指している「障害の有無によって分け隔てられること

なく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会」を本町において実現するた

めに、障がい者の「やりたい」「できた」「楽しい」といった気持ちを大切にすることで、

一人ひとりの潜在的な能力を引き出し、伸ばすことにより、個人の生活の質を高め、活

力ある地域づくりをめざします。 

そこで、第４期計画の基本理念をベースに、それをさらに発展させ「ともにわかり合

い、ともに支え合う みんなでつくるまち おおぐち」を基本理念とします。 

 

 

 

  

 

ともにわかり合い、ともに支え合う 

みんなでつくるまち おおぐち 
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成 人 期 
○就労 
○訓練 
○生活の場 

○地域活動 

○スポーツ・文化・レク

リエーション活動 

○健康づくり 

乳幼児期 

○療育 

○保育・幼児教育 

○乳幼児健診 

○健康づくり 

学 齢 期 
○大学等 

○特別支援学校 

○高等学校 

○中学校 

○小学校 

○健康づくり 

高 齢 期 

○介護保険・高齢者福祉

制度への円滑な移行 

○介護予防・健康づくり 

大口町地域包括支援セン
ターの相談支援を中心と
した連携体制 

＜基本方針のイメージ＞ 

県（福祉
事務所、
保健所） 

医療機関 

ＮＰＯ 

ボラン
ティア 

大口町社会
福祉協議会 

大口町地域包括支援 
センター 

大口町 

 

家族 

本人 

自治会
等 

地域自
治組織 

地域 

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
沿
っ
た
継
続
的
な
支
援 

豊かな人生 

 
 

地域共生社会の実現 

相談支援
事業所 

２ 基本方針 

本計画の策定・推進にあたっては、行政やさまざまな社会資源が、ライフステージの

各場面において把握している障がいの特性、ニーズ等を切れ目なく共有し、障がい者自

身が自分の人生に満足できるよう、それぞれの自己選択・自己決定に基づき支援するこ

とを基本的な方針とします。 

 

基本方針：ライフステージに沿った継続的な支援 
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３ 基本目標 

本計画の基本理念を実現するため、次のように基本目標を定め、これに沿って施策を

展開していきます。 

 

【目標－１】 ともに地域をつくるために 

＜相互理解の促進と地域共生社会の実現＞ 

障がいの有無に関わらず、誰もが地域社会を構成するかけがえのない存在です。とも

に地域で暮らし、ともに住みやすい地域をつくるためには相互理解が重要です。 

障がいと障がい者について理解を深め、地域共生社会の実現を図るために広報・啓発

活動を推進するとともに、交流を通じて理解を深め共感しあう機会を創出します。 

 

【目標－２】 地域で安心して生活するために 

＜相談支援を中心とした生活支援の充実＞ 

障がい者が、自らの生活を自らの意思で選択・決定したいという思いを実現し、地

域で安定した生活を送れるよう、大口町地域包括支援センターを中心とした相談体制

のさらなる充実を図るとともに、尾張北部権利擁護支援センターとの連携のもと、障

がい者の権利を守る体制を強化します。また、障がい者本人と家族の生活を直接的に

支える各種在宅サービスの利用促進と情報提供の充実を図ります。 

 

【目標－３】 地域ですこやかに生きるために 

＜障がいの早期発見と重度化予防の充実＞ 

一部の身体障がいや精神障がいのように、生活習慣病やストレス等に起因する障が

いが増加しています。 

障がいの原因となる疾病の予防や早期発見、健康づくりの施策を積極的に展開する

とともに、保健・医療・福祉の連携を促進します。 

また、うつ病や統合失調症などの精神疾患を予防するため、相談体制の充実や安心

して受診できる医療機関との連携体制の充実に努めます。  
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【目標－４】 地域で子どもたちの可能性を伸ばすために 

＜療育・保育・教育の充実＞ 

障がいのある子どもや、成長・発達に不安がある子どもの可能性を伸ばし、持てる

能力を十分発揮できるよう、大口町地域包括支援センターを中心に関係機関との連携

を強化し、障がいの発見から療育への円滑な移行を図ります。さらに、「子育て世代

包括支援センター」（保健センター、子育て支援センター）を拠点として、発達の気

になる子どもとその保護者をきめ細かに支援していきます。 

学校教育においては、一人ひとりにあった教育が受けられるよう、個別のニーズを

把握し、教育、医療、福祉等の各機関がニーズを共有できるよう努めます。 

また、卒業後、就労の場や地域などへの社会参加が円滑にできるような支援体制を

整えます。 

 

【目標－５】 地域でいきいきと活躍するために 

＜雇用・就労支援の充実と文化活動・スポーツ活動の促進＞ 

働くことは、経済的な自立生活の基盤となることはもちろん、地域において社会参

加するための重要な要素となります。働く意欲と能力を有する障がい者に、もっと働

く機会が提供されるよう総合的な支援を進めます。また、一般就労の場に就くことに

よって経済的な自立を果たし、地域での自立した生活が実現できるよう、関係機関、

学校、企業、サービス提供事業所などの連携による就労に向けた支援を推進します。 

さらに、生涯学習、スポーツ、レクリエーションなどあらゆる場面で参加しやすい

社会の実現をめざします。 

 

【目標－６】 地域で安全に快適に暮らすために 

＜居住・生活環境の整備と防災対策の充実＞ 

合理的配慮という観点から、障がい者をはじめ住民の誰もが、安心して暮らせるユ

ニバーサルデザインのまちづくりを推進し、誰もが住みやすいまちとなるよう居住・

生活環境の整備を進めます。特に、障がい者の社会参加の促進という観点から当事者

の意見を参考にしながら移動・交通に係る環境を整えていきます。 

また、住民と行政の連携による防災体制の充実を図ります。 
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４ 施策の体系 

基本 

理念 

 

基本

方針 

 

基本目標 施策の方向 

と
も
に
わ
か
り
合
い
、
と
も
に
支
え
合
う 

み
ん
な
で
つ
く
る
ま
ち 

お
お
ぐ
ち 

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
沿
っ
た
継
続
的
な
支
援 

【目標－１】 ともに地域をつ

くるために 

＜相互理解の促進と地域共生社

会の実現＞ 

１ 障がい理解の促進と地域共生 

２ 差別解消に向けた取組の推進 

【目標－２】 地域で安心して

生活するために 

＜相談支援を中心とした生活支

援の充実＞ 

１ 包括的な相談支援体制の構築 

２ 情報提供の充実 

３ 生活を支えるサービスの充実 

４ 障がい者を支える人材確保の促進 

【目標－３】 地域ですこやか

に生きるために 

＜障がいの早期発見と重度化予

防の充実＞ 

１ 障がいの早期発見と疾病の予防の充

実 

２ 医療と保健・福祉との連携促進 

【目標－４】 地域で子どもた

ちの可能性を伸ばすために 

＜療育・保育・教育の充実＞ 

１ 子どもの発達・成長に応じた継ぎ目

のない支援の充実 

２ インクルーシブ教育の推進 

【目標－５】 地域でいきいき

と活躍するために 

＜雇用・就労支援の充実と文化

活動・スポーツ活動の促進＞ 

１ 雇用・就労支援の充実 

２ 文化活動・スポーツ活動の促進 

【目標－６】 地域で安全に快

適に暮らすために 

＜居住・生活環境の整備と防災

対策の充実＞ 

１ ユニバーサルデザインに基づいたま

ちづくり 

２ 災害・感染症対策の推進 

３ 地域における支援体制の確立 
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第３章 基本計画 

【目標－１】 ともに地域をつくるために 

＜相互理解の促進と地域共生社会の実現＞ 

１ 障がい理解の促進と地域共生 

障がい者の地域活動への参加は、まだ思うようにできていないのが現状です。地域共

生社会を実現するためには、すべての住民が、自らの持てる力を発揮して、相互に尊重

しながら、誰もが住みよいまちづくりに参加することが重要です。障がいの有無に関わ

らず、誰もがお互いを理解し共に活動できるよう、障がい理解の促進と地域交流の機会

を増やしていきます。 

 

(1) 地域共生の理念の普及 

高齢化の進展を背景に、わが国の社会保障制度が、将来的に持続が困難になってき

ている中、「自助」や「互助」の重要性と、自分のこととして地域の課題に取り組む

姿勢の大切さを、多くの住民に理解してもらうために、「地域共生」という考え方に

ついて周知を図っていきます。 

 

(2) 地域住民の理解と支援 

障がい者が地域で自立した生活を送るためには、地域住民が障がいについての理解

を深める必要があります。広報おおぐちでの大口町地域包括支援センターのコラムや

出前講座による周知・啓発を引き続き行うとともに、町の行事などにおいて障がい者

と地域住民の交流を推進して、お互いの理解促進を図ります。 

 

(3) 地域活動への参加促進 

障がい者が地域活動に参加できるよう、自治会、民生委員・児童委員、地域自治組

織などに働きかけを行います。 
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(4) 施設における交流 

町内のサービス提供事業所の行事やイベントを通じて、障がい者と地域住民との交

流を図り、ノーマライゼーションの理念の普及が行われるよう支援を行います。 

 

(5) 当事者団体等への活動支援 

当事者団体や家族会などが、障がい者の生涯を見据えた活動をすることによって、

障がい者福祉全体が大きく向上すると考えられます。そこで、当事者団体等の組織化

や育成にかかる支援を行うとともに、団体の活動が活性化するよう､側面的な支援を引

き続き積極的に行います。 

 

(6) 学校における福祉教育 

子どもたちが、お互いを理解し、支えあうことのできる心が育まれるよう、小・中

学校において福祉教育を進めます。 

 

 

  



 

 - 13 - 
 

２ 差別解消に向けた取組の推進 

障がいを理由とする差別の解消を推進することを目的とした「障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」の施行（2016（平成28）年４月１日）

等により、行政機関や民間事業者による「障害を理由とする差別」は解消されつつあり

ますが、全ての住民の差別意識の解消には至っていないのが現状です。地域共生社会の

実現をめざすため、あらゆる差別の解消に向けた取組を推進していきます。 

 

(1) 「障害者差別解消法」についての周知・啓発 

広報おおぐち、公式ホームページ等を通じて、「障害者差別解消法」の理念や内容

（「障害を理由とする差別」、「合理的配慮」等）に関する周知・啓発を行うとともに、

障がいと障がい者に関する正しい知識の普及や理解の促進に努めます。 

 

(2) 町職員の理解促進 

「不当な差別の禁止」や「合理的配慮」、「インクルーシブ教育」など障害者権利

条約や障害者基本法に盛り込まれた考え方に基づき､町の施策が推進されるよう、町職

員一人ひとりの知識と理解を深めるため、職員向け「対応要領」に則り、研修等を実

施していきます。 

（想定される「合理的配慮」の具体例） 

・段差がある場合に、車椅子利用者に対し、キャスター上げ等の補助をする。携帯

スロープがある施設では必要に応じて携帯スロープを渡すこと。 

・筆談、読み上げ、手話、点字、拡大文字などのコミュニケーション手段を用いる

こと。 

・他人との接触又は多人数の中にいることによる緊張等により、発作等がある場合

は、当該障がい者に説明の上、障がいの特性や施設の状況に応じて別室を準備す

ること。 
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【目標－２】 地域で安心して生活するために 

＜相談支援を中心とした生活支援の充実＞ 

１ 包括的な相談支援体制の構築 

障がい者のライフステージの全ての段階において、きめ細かいサービスを提供してい

くためには、個々の施策を包括的にコーディネートする相談支援が重要です。そのため、

本町の相談支援業務を委託している大口町地域包括支援センターを基幹的な位置付けと

して、より有効な相談支援体制を整えていきます。 

また、「8050問題」など複合的な事例に対し適切な対応ができるよう、高齢者福祉、

生活困窮者自立支援の担当部署や関係機関との連携を強化し、様々なサービスや地域資

源とコーディネートできる総合的な相談体制を目指します。 

 

(1) 大口町地域包括支援センターを中心とした相談支援体制の構築 

大口町地域包括支援センターを中心に、関係機関との連携のもと、障がい者からの

相談に応じ、必要な支援が適切に提供されるよう連携体制の強化を図ります。 

障害福祉サービスを利用するためのサービス等利用計画等を作成する特定相談支援事

業所との連携のあり方について再度検討し、相談支援体制の充実を図ります。 

また、障がい者への支援を生活全体からとらえ、常によりよい支援ができることを

目指し、大口町地域包括支援センター職員が、当事者から得た情報と関係機関での状

況を総合的にまとめ、障がい者一人ひとりに合った支援につなげる取組を引き続き行

っていきます。 

障害福祉サービスの利用支援にあっては、大口町地域包括支援センターにおいて必

要な情報を集約し、具体的なサービス等利用計画等の作成は、各指定特定相談支援事

業所へつなげていきます。 

さらに、障がい者と高齢の親が同居している世帯など、課題が複合化していて障が

い者施策だけでは適切な解決策を講じることが困難なケースにも対応できるよう包括

的な相談支援の強化を図ります。 

加えて、大口町地域包括支援センターは、地域共生社会の実現に向けて、理解促進

や啓発、交流の場づくりを進めるとともに、障がい者やその家族に対し、支援者が継

続的に関わる伴走型の支援体制の構築に努めます。 
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(2) 地域課題の把握と解決 

本町と大口町地域包括支援センターや大口町社会福祉協議会との連携のもと困難ケ

ースなど個別事例の検討を通し、多職種の専門職の連携による地域課題の解決を目指

します。また、複合的な課題を含む事例については、関連する専門職や民生委員・児

童委員の関係者などの参加を得ながら課題の共有化を図り、地域資源の開発や地域づ

くりを推進していきます。 

 

(3) 精神障がい者への相談支援 

精神障がい者の相談支援については、大口町地域包括支援センターでの相談を行う

のと併せて、福祉こども課に精神保健福祉士を配置しており、医療機関、サービス提

供事業所、江南保健所等と連携して支援していきます。 

 

(4) 尾張北部権利擁護支援センターとの連携強化 

判断能力が十分でない人等の権利擁護を推進するため、尾張北部圏域の構成市町

（小牧市、岩倉市、扶桑町及び大口町）で共同設置した尾張北部権利擁護支援センタ

ーを拠点とし、令和３年度策定予定の「成年後見制度利用促進計画」に基づき、成年

後見制度に関する相談、成年後見制度の利用支援、権利擁護に関わる人材の育成など、

権利擁護に関する各種事業を実施します。 

また、権利擁護を必要とする人に、尾張北部権利擁護支援センターを活用できるよ

う、広報等による周知に努めます。 

 

(5) 成年後見制度の利用促進 

成年後見制度を町長の申立てにより行った知的障がい者または精神障がい者に対し、

成年後見制度の申立てに要する経費、後見人等の報酬を助成する成年後見制度利用支

援事業を引き続き実施するとともに、制度の周知と利用促進を図ります。 

 

(6) 日常生活自立支援事業の利用促進 

判断能力が十分でない知的障がい者や精神障がい者の福祉サービス利用手続きの代

行、利用料支払い等の日常的な金銭管理等を行う日常生活自立支援事業について、大

口町社会福祉協議会との連携のもと、制度の周知と利用促進を図ります。 
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(7) ピアカウンセリングへの支援 

障がい者自身やその家族は、障がいの受容を経て、障がいと障がい者についてより深く理

解しているといえます。障がい者自身やその家族がカウンセラーとなって、実際に生活

上必要とされる心構えや生活能力の習得に対する個別的相談・支援を行うピアカウン

セリングが、障がい者のライフステージの様々な場面において有効です。 

大口町身体障害者福祉協会、大口町心身障害児（者）親の会、尾北地域精神障害者家族会

しらゆり会大口支部が行う活動は、まさにピアカウンセリングとして機能しており、本町と

してもこうした活動を、大口町社会福祉協議会と連携して引き続き支援していきます。 
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２ 情報提供の充実 

障がい者が自身の希望する生活を送るためには、サービスなどに関する情報の入手は

必要不可欠です。障がい者が適切な支援を受けられるよう、情報の提供に努めます。ま

た、視覚障がいや聴覚障がいをはじめ、障がいの特性を考慮して点字や音声、コミュニ

ケーションボード、インターネットなどさまざまな媒体を活用してきめ細かな情報提供

を行っていきます。 

 

(1) ユニバーサルデザインに基づく情報提供 

広報おおぐちや公式ホームページをはじめ町が情報提供を行う際には、誰もがわか

りやすいユニバーサルデザインの考え方に基づいて行うよう努めます。 

 

(2) インターネットを活用した情報提供の充実 

障がい者やその家族にとって、インターネットは情報を得やすくするために有効な

手段となってきていることから、ホームページ等を通じて、障がいと障がい者に関す

る正しい知識の普及や理解の促進に努めるとともに、各種障害福祉サービスや手当な

どの制度に関する情報の提供を行います。なお、ホームページを作成・更新する際な

どには、誰でも情報を探しやすく見やすいウェブサイトづくりに努めます。 

 

(3) 障がい特性に応じたコミュニケーション手段の利用促進 

障害者権利条約の採択や障害者基本法の改正により、手話が言語として位置付けら

れました。障がい者が生活上、意思疎通を図るために、障がい特性に応じたコミュニ

ケーション手段（手話、要約筆記、点字、触覚を使った意思疎通、筆談、代筆、音訳、

平易な言葉、代読、実物又は絵図の提示、重度障害者用意思伝達装置）を選択するこ

とができ、利用しやすい環境づくりを進めていきます。 

また、視覚障がい者に、地域生活をする上で必要度の高い情報が確実に届くよう、

声の広報、点字図書等の拡充に努めます。 
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(4) 人を介した情報提供の推進 

障がい者に対し、福祉サービスに関する情報を伝えるには、広報おおぐちや公式ホ

ームページだけではなく、人を介した伝達が有効です。情報媒体の充実を図るととも

に、情報の入手が難しい場合には丁寧に説明を行います。 
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３ 生活を支えるサービスの充実 

障がいの有無や年齢に関わらず多くの住民が住み慣れた地域、そして自宅で暮らした

いと考えています。障がい者が地域において安心して暮らし続けられるよう、地域にお

ける生活を支援するサービスの充実を図るとともに、当事者などによる生活の場の整備

を支援していきます。 

 

(1) サービスの質の向上 

大口町地域包括支援センターを中心に特定相談支援事業所、サービス提供事業所間

の連携を図り、サービスの質の向上に努めます。 

 

(2) 訪問系サービスの充実 

障がい者の地域における自立した暮らしを支えるために、居宅介護、行動援護、同

行援護等の訪問系サービスが有効に活用され、利用者のニーズに合ったサービスが提

供されるよう、サービスの充実を図ります。 

 

(3) 日中活動系サービスの充実 

障がい者の日中活動の場の確保と、多様な障がいの特性に応じた活動の場が選択で

きるよう、生活介護や就労継続支援、地域生活支援事業の地域活動支援センターにつ

いて利用者ニーズの把握と、事業所情報の把握に努め必要なサービスの確保を図りま

す。 

また、重症心身障がい児が身近な地域で安心して支援を受けられるよう、重症心身

障がい児を支援する児童発達支援及び放課後等デイサービスを行う事業所との連携、

情報共有を図ります。 

 

(4) 地域生活支援拠点等の充実 

相談、体験の機会、緊急時の対応等の必要な機能を備えた地域生活支援拠点等につ

いて、運用状況の検証を行いながら、機能や内容の充実を図ります。 
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(5) グループホームに対する支援 

障がい者が地域で自立した生活を送る住居を確保するとともに、入所施設から地域

生活への移行を促進するための受け皿としてグループホームは重要です。今後も、運

営主体と連携しながら町内のグループホームが、障がい者とその家族にとって安心で

きる居場所となるよう支援していきます。 

 

(6) 生活支援サービス（配食サービス、寝具洗濯乾燥消毒サービス）の実施 

① 配食サービス 

独居又は昼間独居の人の「食」の自立の観点から、献立の選択など利用者の多様な

ニーズに対応でき、栄養のバランスがとれた食事が提供できるよう事業を継続します。 

 

② 寝具洗濯乾燥消毒サービス 

在宅で暮らす障がい者の衛生管理を図り、生活の質を高めるために継続して実施し

ます。 

 

(7) 住宅改修費の支給 

住宅改修は、障がい者の在宅生活を支える基礎となります。現在行っている住宅改

修助成事業を継続するとともに、障がい者向けに居室等の改良を希望する家庭に対し、

専門的な指導・助言を行います。 
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４ 障がい者を支える人材確保の促進 

福祉サービス等に携わる人材の育成や確保については、事業所はもとより、地域全体

で取り組まなければならない課題と考え、関係者の連携体制を強化し、人材の確保と資

質の向上に関する取組を推進します。 

 

(1) 介護・福祉人財（材）の定着率向上 

介護・福祉に携わる人財（材）の離職率が高い状況を課題として捉え、事業所連絡

会において、町内事業所での定着率が高まるよう、課題解決に向けた意見交換・検討

を行います。 

 

(2) 福祉教育による将来の人財（材）の確保と育成 

将来の介護・福祉人財（材）の確保と育成を図るため、大口町社会福祉協議会が児

童・生徒を対象に実施する「福祉実践教室」や、親子や家族を対象に実施する「夏休

み家族福祉教室」（福祉施設見学ツアー）を側面的に支援していきます。 
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【目標－３】 地域ですこやかに生きるために 

＜障がいの早期発見と重度化予防の充実＞ 

１ 障がいの早期発見と疾病の予防の充実 

「健康おおぐち２１ 第二次計画」に基づき、障がいの原因となる、生活習慣病やス

トレスなどに起因する精神疾患の予防を目指し、住民一人ひとりの積極的な健康づくり

を支援します。また、疾病や異常の早期発見に努めるとともに、早期治療、適切な療育

につなげます。 

 

(1) 生活習慣病の発症予防と重症化予防 

身体障がいの多くを占める内部障がいの原因となる生活習慣病を予防することは重

要であり、主要な死亡原因であるがん、循環器疾患への対策に加え、患者数が増加傾

向にあり、糖尿病性腎症など重大な合併症を引き起こす糖尿病への対策は、住民の健

康寿命の延伸を図る上で重要な課題です。これらの疾患に対処するため、病気の発症

予防に重点を置いた対策を推進するとともに、合併症の発症や病状の悪化等重症化予

防にも重点を置いた対策を推進します。 

 

(2) こころの健康づくり 

うつ病など心の病気が増加していることから、自分自身または周囲が早期に病気に

気づき適切に対応できるよう、その兆候や対応についての知識の普及に努め、早期に

相談し、治療を行うことができるよう、こころの健康づくりを江南保健所、医療機関

等と連携しながら推進します。 

また、尾北地域精神障害者家族会しらゆり会大口支部、ボランティア、江南保健所、

大口町社会福祉協議会とともに運営する「フリースペースれんげそう」について、利

用している人の居場所づくりとしての役割を果たすとともに、利用できないまでも居

場所があることで安心できる効果があることを意識して、今後も継続していきます。 

 

(3) 乳幼児健康診査等 

発達の遅れや障がいを早期に発見し、適切な保健指導・早期療育につなげるため、

乳幼児健康診査（集団：４か月児、１歳６か月児、３歳児 個別：２回）を実施して
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います。健診後に支援が必要な親子に対しては、関係機関と連携を図りながら適切な

早期療育支援につなげます。 

 

(4) 相談事業等 

健康診査等で経過観察が必要と思われる子ども及びその保護者を対象として、「たん

ぽぽ教室」を開催し、助言・指導を行っています。必要に応じて関係機関との連携を

図り、適切な早期療育支援につなげます。また、保健師等の家庭訪問によりきめ細や

かな相談支援も実施します。 

さらに、必要に応じて、個人情報に配慮しながら大口町地域包括支援センターと連

携して支援します。 
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２ 医療と保健・福祉との連携促進 

障がい者が、住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、住まいや生活を支える環境を

整えるとともに、多職種連携と住民同士の支え合いによる重層的なセーフティネットの

もと、医療、介護、生活支援、住まい等が包括的に確保される地域づくりを目指します。 

 

(1) 地域の医療提供体制の構築 

障がい者が安心して地域で医療を受けられるよう、尾北医師会、尾北歯科医師会と

連携して、地域における医療提供体制の構築を目指します。また、障がい者の地域生

活を支援するため、個人情報に配慮した上で医療機関との情報の共有等の連携の強化

を図ります。 

 

(2) 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムを構築するため、保健・医療・福祉

関係者による協議の場を通じて、医療機関、相談支援事業所、江南保健所、町などと

の重層的な連携による支援体制の構築を目指し、精神障がい者の地域への移行を促進

します。 

 

(3) 精神障害者医療費支給 

精神障がい者が、地域における安定した生活を支援するために、精神科医療にかか

る精神障がい者の医療費の自己負担額の支給を継続して行います。 
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【目標－４】 地域で子どもたちの可能性を伸ばすために 

＜療育・保育・教育の充実＞ 

１ 子どもの発達・成長に応じた継ぎ目のない支援の充実 

障がいを早期に発見し、幼児期からの早期療育と発達支援の充実を図ります。また、

障がい児と健常児がともに遊び、学ぶ機会の拡充に努め、豊かな人間形成を目指すとと

もに、障がい児の可能性を最大限に伸ばし、持てる能力を十分発揮できるよう、一人ひ

とりの能力や適性に応じてきめ細かな支援を行っていきます。 

 

(1) 継ぎ目のない相談支援体制の確立 

相談支援事業所でもある大口町地域包括支援センターが中心になって、サービス提

供事業所や子育て世代包括支援センター（保健センター、子育て支援センター）、医療

機関や学校関係者、幼稚園・保育園関係者などと連携して、個々の障がい者（障がい

児・発達障がい児）の情報共有を行い、必要な個別支援に適宜つなげていくシステム

の強化に努めます。 

 

●子どもの発達・成長に応じた継ぎ目のない支援のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サービス提供事業所 

ＮＰＯなど 

教育支援委員会 

子育て世代包括支援センター 
（保健センター、 

子育て支援センター） 
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(2) 障がい児・発達障がい児のための療育・保育・教育の充実 

障がい児・発達障がい児の健やかな育ちを支援するため、子どもの発達や子育て等

に心配をもつ親子が遊びを中心とした様々な場面を通して親子に応じた関わりを学ぶ

「たんぽぽ教室」や「たんぽぽ広場」、ＮＰＯとの協働により開催している「あそびの

学校キラ☆キラ」の充実を図ります。 

また、母子通園施設「ぱんだ教室」における事業を通じて療育の充実に努めるとと

もに、引き続き、各保育園における統合保育を継続的に実施していきます。このため、

保育士を対象とした勉強会や研修会の開催を通じて、多様な障がいに的確に対応でき

るよう保育士のスキルアップに努めます。 

① たんぽぽ教室 

１歳６か月児及び 3 歳児健診の事後フォローの一環として、育児及び発達上支援

の必要があると思われる親子に対し、保育士による親子遊びや保健師等による親子

の観察、個別相談を行う「たんぽぽ教室」、「たんぽぽ教室」終了後も継続して療育

指導が受けられるように、地域での集団の場としての「たんぽぽ広場」をそれぞれ

開催しています。障がいの程度や発達段階に応じて適切な指導が受けられるよう、

母子通園施設など関連機関との連携を図り、内容の充実に努めます。 

 

② 母子通園施設「ぱんだ教室」 

心身に発達の遅れや心配のある子どもを対象に療育や親子ふれあい遊び等を提供

し、総合的な発達支援や家族への支援を行う母子通園施設「ぱんだ教室」を実施し

ています。発達段階に応じて専門家による適切な指導が受けられるよう内容の充実

に努めます。また、保育園との連携や、適切な支援が途切れることなく学校教育に

つながるよう、小学校との連携を強化します。 

 

③ あそびの学校キラ☆キラ 

発達障がいのある子どもや集団生活に馴染めない子ども、子どもの発達に不安を

抱えている保護者のために、親子で気軽に参加できる遊びと相談の場を設け、遊び

を通じて友だちとの関わり方を学ぶため、ＮＰＯ団体ＳＨＩＰおおぐちが実施して

いる「あそびの学校キラ☆キラ」について、必要に応じた利用案内を行います。 
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④ 統合保育 

「健常児も障がい児もともに育む」という考えに基づき統合保育を実施し、すべ

ての保育園において障がい児の受け入れをできる限り行っていきます。また、愛知

県の障害児等療育支援事業等で、保育士等の研修や専門家からの助言により障がい

児を支える技術を高め、支援体制の充実に努めます。 

 

(3) 発達障がいに対する理解の促進 

アスペルガー症候群等の広汎性発達障がい、学習障がい、注意欠陥多動性障がい等

の発達障がいに関する知識と理解を深めるため、様々な機会を通じて、住民に対し正

確な情報提供を図ります。また、保育・教育・保健関係など児童と日常接する機会の

多い職種の人の研修等への参加を促進するとともに、日常業務を通じて常に理解の促

進を図ります。 

 

(4) 保護者に対する支援 

大口町地域包括支援センターへの委託事業として、「大口町障がい福祉セミナー」を

開催し、保護者に対して子どもとの関わり方を一緒に考える取組を行っています。 

今後も引き続き、セミナーを開催していくとともに、障がいの早期発見・早期療育

のため、保護者に対する障がい受容支援と、障がいに対する知識の啓発活動を行いま

す。 
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２ インクルーシブ教育の推進 

障がいのある児童生徒が、自らの可能性を最大限に伸ばし、卒業後は、自らの選択に

基づき自立した生活を送ることができるよう、教育内容の充実に努めます。また、障が

いの有無に関わりなく児童生徒がともに学ぶ機会の拡充に努めるとともに、一人ひとり

の障がいの状況に応じた適切な教育が行えるよう、学校における教育の充実を図ります。 

 

(1) 幼稚園・保育園と小学校の連携会議を継続的開催 

障がいや病気を抱える子どもをはじめとしたすべての子どもの円滑な就学を進める

ための情報共有を図り、適切な支援を継続していくことを目的に、幼稚園・保育園と

の連携会議を町内の全小学校において継続的に開催します。 

 

(2) インクルーシブ教育を進めるための多様な学びの場の充実 

個別の教育的ニーズに対し的確に応えた指導を提供できるよう、小中学校における

通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校と連続性のある学びの場

のそれぞれの充実を図ります。 

 

(3) 関係機関との連携強化 

保護者の教育上の悩みや不安を解消するため、学校関係者、特別支援学校関係者、

大口町地域包括支援センター等による横断的な連携を強化し、情報共有を図ることで

つながりのある支援を行います。 

 

(4) 学校における合理的配慮の提供 

児童生徒一人ひとりの障がいの状態や教育的ニーズ等に応じて、教材、意思疎通支

援、施設のバリアフリー化など合理的配慮の提供を図ります。 

合理的配慮の提供にあたっては、町・学校と本人・保護者間で可能な限り合意形成

を図った上で決定し、児童生徒一人ひとりに合った配慮をできる限り行います。 

なお、学級担任等と保護者が一緒に作成した個別の教育支援計画を進級・進学に伴

い引き継ぐことで必要な支援が一貫して行われるように配慮します。 
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(5) 障がい児・発達障がい児のための教育の充実 

障がい児・発達障がい児など、個別事情を抱えた児童の支援にも配慮できるよう努

めます。 

なお、小学校では、児童が学校生活をスムーズに送れるように学校支援員を配置し

ています。 

 

(6) 医療的ケア児等の支援体制の構築 

医療的ケア児等については、学校生活、障害福祉サービスの利用が困難、緊急時の

受け入れ先がないなどの課題があります。地域で必要な支援を受けられるとともに、

緊急時の受け入れができるよう、関係機関が協力して総合的な支援体制の構築を目指

します。 

 

(7) 障がい児の放課後の居場所等における確保 

放課後等デイサービスの質の確保とサービスの適切な利用を促進するとともに、放

課後児童クラブにおいて、障がい児の適切な受け入れを促進します。 
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【目標－５】 地域でいきいきと活躍するために 

＜雇用・就労支援の充実と文化活動・スポーツ活動の促進＞ 

１ 雇用・就労支援の充実 

地域の企業、国、県、公共職業安定所、尾張北部障害者就業・生活支援センターよう

わ、愛知障害者職業センターなどと大口町地域包括支援センターが連携し、そこでの課

題について障がいの特性に応じたきめ細かな施策を総合的に講じ、障がい者の雇用・就

労の場の確保に努めます。 

 

(1) 障がい者雇用についての啓発 

公共職業安定所等と協力し、障がい者の雇用促進に関する広報・啓発活動に取り組

み、障がい者の一般就労の場が確保されるよう理解と協力を働きかけていきます。 

 

(2) 就労支援のネットワークの構築 

障がい者や家族の当事者団体、特別支援学校等の教育機関、公共職業安定所等の就

労関係機関、企業などが、障がい者の一般就労を促進するための情報交換、具体的な

取組を個別のケース会議を通じて行います。 

 

(3) 雇用促進施策との連携 

障がい者と企業の間に立ち、就業と生活の一体的支援を行うジョブコーチ（職場適

応援助者）の活用が図られるよう、制度の周知を行います。 

また、相談支援事業が、個々の事例を通じて公共職業安定所や障害者職業センター

と連携し、就労可能な人の一般就労の実現を図ります。 

 

(4) 就労定着支援の充実 

障がい者の就労に伴う生活面の課題に対応し、事業所・家族との連絡調整等の支援

を一定期間行う就労定着支援事業の利用の促進を図るとともに、就労支援系のサービ

ス提供事業所、企業等、相談支援機関と連携を強化し、継続的な定着支援を図ります。 

(5) 職場における合理的配慮の提供義務等の周知 

障害者雇用促進法、障害者差別解消法等に盛り込まれた、障がい者への差別の禁止
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や合理的配慮の提供義務について広報・啓発に努めます。 

さらに、職場における合理的配慮についての事例収集と情報提供を進め、障がい者

の働きやすい職場環境づくりを促進します。 

 

(6) 大口町役場の障がい者雇用 

町職員の障がい者雇用率が法定雇用率を維持できるよう計画的な採用を行います。

また、職場のバリアフリー化や就労形態の工夫により、障がい者が働きやすい環境づ

くりに努めます。 

 

(7) 在学時からの就労支援 

学校教育の場において、一人ひとりの特性を見極め、就労に向けた積極的な職業訓

練の取り組みを支援します。 

 

(8) コミュニティ・ワークセンターの活用 

地域における雇用の促進をめざし、本町ではシルバー人材センターの対象年齢を60

歳から45歳に拡大し、コミュニティ・ワークセンターとして事業を展開しています。

働く意欲のある障がい者の活躍の場としても活用します。 

 

(9) 優先調達の推進と受注機会の拡大 

障害者優先調達推進法の趣旨を踏まえ、障がい者就労施設等からの物品の調達や役

務の提供について、優先的に発注を行い、施設等の仕事を確保することにより、障が

い者の就労を支援します。また、障がい者就労施設等からの物品等の調達拡大に向け、

庁内各課へ働きかけます。 

  



 

 - 32 - 

 

２ 文化活動・スポーツ活動の促進 

趣味やスポーツ・レクリエーション、文化活動への参加は、生活を豊かにするうえで

重要です。しかし、障がいがあるため、それらの活動に参加できないことが少なからず

あるのが現実です。一人でも多くの障がい者が気軽に活動に参加し、その楽しさを享受

できるよう、参加機会の拡充、参加促進のための配慮・支援を行います。 

 

(1) スポーツ・レクリエーション、文化活動の支援 

スポーツ・文化芸術活動の機会に、障がい者ができる限り参加できるよう配慮を行

います。また、障がい者が様々な社会体験や余暇活動を楽しむことができる環境づく

りを進めます。 

① 「いきいきカード」 

障がい者の社会参加の促進と健康保持のために、トレーニングセンター及び温水

プールが無料で利用できる「いきいきカード」を引き続き交付します。 

 

② スポーツ・レクリエーション・文化活動の普及 

大口町社会福祉協議会・福祉関係団体が開催する、障がい者を対象とした各種ス

ポーツ・レクリエーション教室、文化活動に対する支援を引き続き行います。 

 

(2) 図書館利用の促進 

障がい者にも利用しやすい大活字本、点字本、ＣＤ、ＤＶＤを充実し、図書館の利

用を促進します。 

 

(3) 参加しやすい環境の整備 

障がい者が安心して活動ができるような、スポーツ施設、文化施設等のハード面で

のバリアフリー化については、必要に応じて改修が行われており、建物の建て替わり

の都度順次進んでいます。 

また、手話通訳・要約筆記の派遣などを活用して、ソフト面でのバリアフリー化を

推進します。 

 

(4) 障がい者スポーツの普及 
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障がい者の健康の維持・増進、仲間づくり、余暇の充実などを目的として、一人で

も多くの障がい者がスポーツに親しめるよう、関係機関と連携して障がい者スポーツ

の普及を進めます。 
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【目標－６】 地域で安全に快適に暮らすために 

＜居住・生活環境の整備と防災対策の充実＞ 

１ ユニバーサルデザインに基づいたまちづくり 

障がい者が暮らしやすいまちは、すべての人が暮らしやすいまちであるというユニバ

ーサルデザインの考えを基本に、まちづくりを進めています。また、誰もが安全に移動

できる公共交通機関等の改善や歩行空間の整備を推進します。 

 

(1) 公共施設等のバリアフリー化 

まちづくりの基本的な考え方として、今後も、あらかじめ誰もが利用しやすい施設

や道具をデザインするユニバーサルデザインの考え方に基づきまちづくりを進めてい

きます。また、既存施設については利用者の要望を把握しながら、順次バリアフリー

化を行っていきます。 

 

(2) 障がい者マーク等の普及 

障がい者のための国際シンボルマーク、身体障害者標識、聴覚障害者標識、補助犬マーク、

オストメイトマークなど、障がい者のための様々なマークが定められています。これらは障

がい者が地域で安心して活動し暮らすために設けられたものであり、マークの意味について

住民への周知を図ります。 

 

(3) ヘルプマークの普及 

外見からでは障がいなどがあることが分からない人の外出や社会参加を支援するた

め、ヘルプマークの普及と住民への周知を図ります。 

 

(4) マナーの向上 

障がい者にとってのバリア（障壁）は、健常者の障がい者専用駐車場への駐車、視

覚障がい者用ブロック上の駐輪など、ハード面だけではありません。施設・設備のバ

リアフリー化の促進と同時に、住民の理解を促進し、マナーの向上が図られるよう啓

発活動を推進します。 
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(5) 補助犬についての普及・啓発 

盲導犬をはじめとする障がい者補助犬の受け入れについても、その必要性について

普及・啓発を行います。 

 

(6) 外出支援サービス事業 

障がい者等の社会参加を支援するため、引き続き、タクシーの料金の一部を助成し

ます。 

また、利用者の声を聞きながら、高齢者向けにおいて実施するコミュニティバスの

利用料金助成との選択制についても検討していきます。 

さらには、リフト付き車輌の送迎など福祉輸送サービスにかかる民間事業者や福祉

有償運送にかかるＮＰＯ等の参入を促進します。 

 

(7) コミュニティバス 

障がい者や高齢者の積極的な外出や社会参加を支援するため、コミュニティバスの

周知を図るとともに、利用者の声を聞きながら、コミュニティバスの利用しやすい環

境を整備し、利便性の向上を図ります。 
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２ 災害・感染症対策の推進 

近年各地で発生している自然災害は、他人ごとではなく、本町においても大雨による

水害をはじめ様々な危険にさらされています。多くの住民は災害に対する不安や恐怖を

感じていますが、障がい者は、特に避難行動や避難所における生活など一層大きな不安

を抱えています。 

災害時における避難支援の体制の確立をはじめ、不安のない地域づくりを進めるため、

住民と行政の連携による防災・減災体制を確立します。 

また、新型コロナウイルスをはじめ感染症対策も、障がい者の安全・安心の確保を第

一に考え、関係者の連携のもと進めていきます。 

 

(1) 避難行動要支援者への支援 

避難行動要支援者（障がい者や高齢者など）が災害時において、支援が受けられる

よう、個人情報の管理に十分留意しながら「大口町避難行動要支援者支援体制マニュ

アル」に沿って、「避難行動要支援者登録制度」を進めていきます。 

 

(2) 避難行動要支援者の避難所運営等 

障がい者や介護を要する高齢者のための福祉避難所について、大口町健康文化セン

ターを福祉避難所として指定するとともに、町内の社会福祉法人にも協力を求めます。 

また、災害時の避難所等における生活については、関係部署や関係機関との協力、

連携を図ります。 

 

(3) 災害対策の充実 

サービス提供事業所等と連携のもと、避難訓練の実施や防災啓発活動、事業所等に

おけるリスクや、食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物資の備蓄・調達状況の

確認を行います。 

また、災害の種類別に避難に要する時間や避難経路等の確認を促します。 

 

  



 

 - 37 - 
 

(4) 在宅避難に関する支援の充実 

災害が発生してライフラインが停止したとしても、自宅建物に倒壊などの危険がな

く住み続けられる状態であれば、在宅避難も有効です。障がい者等が安心して在宅避

難ができるよう、平時から在宅避難に関する情報提供を行っていきます。 

 

(5) 緊急通報体制の充実 

ひとり暮らしの重度障がい者等の緊急時に迅速に対応するため、緊急通報装置の貸

与を継続して実施するとともに、音声による119番通報が困難な聴覚、言語機能障が

い者が円滑に消防への通報を行えるシステム「NＥT119緊急通報システム」の周知を

関係機関とともに行っていきます。 

 

(6) 感染症対策の充実 

サービス提供事業所等に対し、国や県が発出する感染症拡大防止に関する情報を提

供するとともに、感染に関する情報を共有する観点から、随時情報提供してもらう体

制を構築します。 

また、国や県と連携してサービス事業所等に対する感染症予防対策備品の提供など

の支援を行っていきます。 

 

(7) 地域の防犯対策支援 

隣近所や地域住民同士のつながりが、全国的に希薄化している一方、本町は、地域

のつながりが比較的強い地域といえます。地域での声かけ運動、プライバシーに配慮

した地域の安全活動を支援します。 
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３ 地域における支援体制の確立 

障がい者が地域で安心して暮らすためには、行政による公的な支援だけではなく、ボ

ランティアをはじめとする地域住民主体の支援が必要不可欠です。各種団体等の協力や

連携のもと、地域ぐるみの支え合いシステムを構築していきます。 

 

(1) 地域見守りネットワークの構築 

障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、身近な地域住民との

交流や地域の関係団体・関係機関等の声かけや訪問などによる日常的な関わりが重要

です。民生委員・児童委員などによる地域の見守りを中心として、障がい者の生活に

関わる多様な社会福祉資源の連携と、公的な機関の支援や保健・医療・福祉サービス

の提供による重層的な見守りネットワークを構築します。 

＜地域見守りネットワークのイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

(2) 障がい者を支援するボランティアの育成 

障がい者の日常生活や社会参加への支援が身近に行われるよう、大口町社会福祉協

議会と連携して、障がい者を支援するボランティアの育成を進めます。また、支援が

必要な障がい者とボランティアをコーディネートする機能を充実させます。 

 

(3) 住民主体のＮＰＯ支援 

ＮＰＯ等住民主体による活動が、公的なサービスとともに障がい者の生活を支えら

れるよう、団体の立ち上げ期をはじめ、引き続き、活動の支援を行っていきます。 

第４章 計画の推進 

県（福祉
事務所、
保健所） 

学校・
園 

医療 
機関 

ＮＰＯ 

ボラン
ティア 

サービ
ス提供
事業所 

大口町社会
福祉協議会 

大口町地域包括支援 
センター 

大口町 

 

家族 

本人 

自治会
等 

地域自治
組織 

地域 
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１ 計画の推進体制 

(1) 住民と行政の協働による推進 

障がい者を取り巻く課題は、当事者の努力や行政の支援だけで解決できるものでは

ありません。障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、地域の住

民やボランティアによるさまざまな支援が必要不可欠です。そこで、計画の推進にあ

たっては、住民の協力が得られるよう働きかけ、大口町身体障害者福祉協会、大口町

心身障害児（者）親の会、尾北地域精神障害者家族会しらゆり会大口支部等の当事者

組織、地域住民主体の見守り組織等の連携を強化し、住民と行政の協働による施策の

展開を目指します。 

 

(2) 庁内の推進体制 

本計画は、福祉の分野に限らず、保健、教育、防災、まちづくり、就労など幅広い

分野にまたがった計画であるため、福祉こども課が中心となり、庁内関係部署が相互

に連携して施策を推進します。 

 

(3) 県及び広域的な連携 

広域的に取り組む必要のある事項については、県及び障害保健福祉圏域内の市町と

連携して推進します。 

 

(4) 障がい者が活躍できる「持続可能」な地域社会づくり 

平成27（2015）年９月、国連本部で開催された首脳会合において、2030年とその

先 の 地 球 の 未 来 図 を 示 す 「 持 続 可 能 な 開 発 目 標 （ Ｓ Ｄ Ｇ ｓ ： Sustainable 

Development Goals）」が採択されました。これは17の目標と具体的に達成すべき

169のターゲットからなる国際的な開発目標で、平成28（2016）年～令和12（2030）

年の15年間を実施期間としています。 

ＳＤＧｓが目指すのは、経済成長、社会問題の解決、環境保全がバランス良く達成

された持続可能な世界であり、その過程で、障がい者をはじめ貧困層、女性など、脆

弱な立場に置かれやすい人々を「誰一人取り残さない（no one will be left behind）」

ことを誓っています。これは、「人間中心（people centered）」の考え方に根ざすも

のであり、「地域共生社会」の実現と合致するものです。 
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「ともにわかり合い、ともに支え合う みんなでつくるまち おおぐち」を基本理

念として掲げ、地域共生社会の実現を目指している本計画は、グローバルな視点で障

がい者が活躍できる「持続可能」な地域社会づくりを念頭に進めていかなければなら

ないと考えます。 

●ＳＤＧｓにおける障がいまたは障がい者への言及（持続可能な開発のための2030アジェンダ和文仮訳

（外務省） 

目標４．すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する 

4.5 2030年までに、教育におけるジェンダー格差を無くし、障害者、先住民及び脆弱な立場に

ある子どもなど、脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるように

する。 

4.a 子ども、障害及びジェンダーに配慮した教育施設を構築・改良し、すべての人々に安全で非

暴力的、包摂的、効果的な学習環境を提供できるようにする。 

目標８．包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある

人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する 

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、完全かつ生産的な雇用及び

働きがいのある人間らしい仕事、ならびに同一労働同一賃金を達成する。 

目標10．各国内及び各国間の不平等を是正する 

10.2 2030年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、あるいは経済的地位その他

の状況に関わりなく、すべての人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進

する。 

目標11．包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する 

11.2 2030年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子ども、障害者及び高齢者のニーズに特に

配慮し、公共交通機関の拡大などを通じた交通の安全性改善により、すべての人々に、安全

かつ安価で容易に利用できる、持続可能な輸送システムへのアクセスを提供する。 

11.7 2030年までに、女性、子ども、高齢者及び障害者を含め、人々に安全で包摂的かつ利用が

容易な緑地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供する。 

目標17．持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する 

17.18 2020年までに、後発開発途上国及び小島嶼開発途上国を含む開発途上国に対する能力構築

支援を強化し、所得、性別、年齢、人種、民族、居住資格、障害、地理的位置及びその他各

国事情に関連する特性別の質が高く、タイムリーかつ信頼性のある非集計型データの入手可

能性を向上させる。 
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２ 計画の進行管理 

障がい者施策が、障がい者のニーズに応じて的確に推進されているか、また、「大

口町障害福祉計画・障害児福祉計画」の目標として掲げた地域生活への移行や一般

就労への移行が進んでいるかなど、達成状況を点検、評価し、次年度以降の施策・

事業の実施に反映していきます。 

計画の進行管理については、大口町障がい福祉調整会議を通じて行います。 

 

●計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
大口町障がい福祉調整会議 

Ｐｌａｎ 

Ｄｏ 

Ｃｈｅｃｋ 

Ａｃｔ 

計画 

実行 

評価 

改善 

■計画の内容にしたがい

事業を実施 

■障がい者施策、障害福

祉サービス見込量の設

定やその他確保方策等

を定める 

■計画の達成状況の分

析・評価を行う 

■評価結果等を踏まえ、必

要に応じて次年度の事業

に反映させる 
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第５章 資 料 

○用語解説 

［あ行］ 

アスペルガー症候群 社会性・興味・コミ

ュニケーションについて特異性が認めら

れる広汎性発達障がい。各種の診断基準

には明記されていないが、IQが知的障

がい域でないことが多く「知的障がいが

ない自閉症」として扱われることも多い。

なお、アメリカ精神医学会の診断基準

DSMでは、2013年の改訂により、アス

ペルガー症候群を含む広汎性発達障がい

が、自閉症スペクトラム障がいという診

断名に変更になった。 

一般就労 障がい者が、一般企業への就職、

在宅就労、自ら起業することをいう。 

医療的ケア児 医療的ケアとは自宅で家族

等が日常的に行う医療的生活援助行為の

ことであり、医師や看護師などが行う医

療行為と同じことを家族等が行う場合、

医療的ケアと呼んで区別している。医療

的ケア児とは、心身の機能に障がいがあ

り、呼吸や栄養摂取、排泄等の際に、医

療機器やケアを必要とする障がい児をい

う。 

インクルーシブ教育 障がいの有無に関わ

らず、すべての子どもに対して、一人ひ

とりの教育的ニーズにあった適切な教育

的支援を地域の通常の学級において行う

教育のことをいう。 

インフォーマルサービス 近隣や地域社会、

ボランティア等が行う非公式的な援助の

こと。法律等の制度に基づいた福祉、介

護等のサービスをフォーマルサービスと

呼び、その対語として使われる。インフ

ォーマルサービスは、要援護者の置かれ

た環境、状況に応じた柔軟な取組みが可

能である点が特徴といえる。 

ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人） 特定

の非営利活動を行うことを目的として、

特定非営利活動促進法の定めるところに

より設立された法人。法人格を取得でき

る団体は、営利を目的としないものであ

ること、特定非営利活動を行うことを主

たる目的とすること等の要件を満たすこ

とが必要である。 

［か行］ 

学習障がい〔ＬＤ〕 知的発達に遅れはな

いが、聞く、話す、読む、書く、計算す

る又は推論する能力のうち、特定のもの

の習得と使用に著しい困難を示す発達障

がいである。その原因として、中枢神経

系に何らかの機能障がいがあると推定さ

れるが、視覚障がい、聴覚障がい、知的

障がい、情緒障がいなどの障がいや環境

的な要因が直接の原因となるものではな

い。 

共同生活援助 障害者総合支援法に定める

障害福祉サービスの１つである共同生活

援助は、障がい者が共同生活を行う住宅

である。共同生活援助入居者の平日の日

中は、一般就労あるいは日中活動系サー

ビスを利用することが一般的である。 

居住系サービス 従来の入所施設は、昼夜

のサービスが一体的に提供されていたが、

障害者自立支援法により、日中活動の場

と住まいの場はそれぞれ別のサービスと

なった。居住系サービスとは、その住ま
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いの場をいい、施設入所支援、共同生活

援助が該当する。 

居宅介護（ホームヘルプ） 障害者総合支

援法に定める障害福祉サービスの１つで、

障がい者が居宅において、入浴、排せつ

及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除

等の家事並びに生活等に関する相談及び

助言その他の生活全般にわたる援助を受

けるサービス。 

グループホーム⇒ 共同生活援助 

権利擁護 人間としての権利を保障するこ

と。人権侵害や虐待等が起きないように

することや、自己の権利やニーズを表明

することが困難な人に代わり、援助者が

代理として権利やニーズ表明を行うこと

（代弁）をいう。 

広汎性発達障がい 社会性の獲得やコミュ

ニケーション能力の獲得といった、人間

の基本的な機能の発達遅滞を特徴とする

発達障がいにおける一領域。なお、アメ

リカ精神医学会の診断基準DSMでは、

2013年の改訂により、アスペルガー症

候群を含む広汎性発達障がいが、自閉症

スペクトラム障がいという診断名に変更

になった。 

合理的配慮 障害者の権利に関する条約の

「合理的配慮」とは、「障害者が他の者

と平等にすべての人権及び基本的自由を

享有し、又は行使することを確保するた

めの必要かつ適当な変更及び調整であっ

て、特定の場合において必要とされるも

のであり、かつ、均衡を失した又は過度

の負担を課さないものをいう」と定義さ

れている。 

［さ行］ 

支援費制度 福祉サービスの利用者が提供

事業者と直接契約し、市町村が利用者に

対し支援費を支給するというサービスの

提供方式であり、以前の措置制度に変わ

るものである。身体障害者福祉法、知的

障害者福祉法及び児童福祉法に基づき平

成15年度から身体障がい者、知的障が

い者及び障がいのある児童へのサービス

提供は、原則的にこの方法で行われてい

たが、平成18年度から障害者自立支援

法による自立支援給付等に変更され、現

在の障害者総合支援法に引き継がれてい

る。 

児童福祉法 昭和22年に制定された児童

の福祉に関する基本法。児童の福祉を保

障するための原理として、「すべて国民

は、児童が心身ともに健やかに生まれ、

かつ、育成されるよう努めなければなら

ない」ことと、「国及び地方公共団体は、

児童の保護者とともにその責任を負う」

ことを明示している。また、18歳未満

の児童に対する福祉施策のため、児童福

祉の機関として、児童福祉審議会、児童

福祉司、児童委員、児童相談所、福祉事

務所、保健所を規定し、福祉の保障、事

業及び施設、費用等について定めている。

さらに、障がい児に対するサービスとし

て障害児通所支援及び障害児相談支援に

ついて定めている。 

自閉症 社会性や他者とのコミュニケーシ

ョン能力に困難が生じる発達障がいの一

種。症状の特徴は、①対人関係に疎通性

を欠き、②ことばの発達に遅れと異常が

認められ、③特定のものに執着するとい

うもので、３歳位までに表れる。 

自閉症スペクトラム障がい〔ＡＳＤ〕 自

閉症やアスペルガー症候群など、広汎性

発達障がいを連続的にとらえた概念の名

称。アスペルガー症候群は「知的障がい

がない自閉症」ともいわれており、自閉

症との違いが必ずしも明確ではなかった。

そのため1990年代に、広汎性発達障が



 

- 44 - 

い全体を連続体(スペクトラム)としてと

らえる同概念が提唱された。2013年に

アメリカ精神医学会の診断基準DSMが

改訂され、アスペルガー症候群を含む広

汎性発達障がいが、自閉症スペクトラム

障がいという診断名に変更になった。し

かし、現時点では、統一的な定義がなく、

国や、研究グループ、人によって異なっ

た意味で使用されるため、文脈によって

どのような意味で使われているか斟酌す

る必要がある。 

重度訪問介護 障害者総合支援法に定める

障害福祉サービスの１つで、重度の肢体

不自由・知的障がい・精神障がいのため

常時介護を必要とする人が、居宅におい

て長時間にわたる介護と移動中の介護を

総合的に受けられるサービスである。 

就労移行支援 障害者総合支援法に定める

障害福祉サービスの１つで、就労を希望

する障がい者に、生産活動その他の活動

の機会を通じて、就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練等を行う

サービスである。就労移行支援利用期間

は、２年間（あん摩マッサージ指圧師、

はり師又はきゅう師の資格取得を目的と

する場合は３年間又は５年間）とされて

いる。 

就労継続支援 障害者総合支援法に定める

障害福祉サービスの１つで、Ａ型とＢ型

の２種類がある。 

 就労継続支援（Ａ型） 通常の事業所に

雇用されることが困難な障がい者に、

就労の機会を提供するとともに、生産

活動その他の活動の機会の提供を通じ

て、その知識及び能力の向上のために

必要な訓練等を行うサービスで、一般

雇用に近い形態のものをいう。 

 就労継続支援（Ｂ型） 通常の事業所に

雇用されることが困難な障がい者に、

就労の機会を提供するとともに、生産

活動その他の活動の機会の提供を通じ

て、その知識及び能力の向上のために

必要な訓練等を行うサービス。 

就労定着支援 就労移行支援等を利用して

一般就労へ移行した人を対象に、相談を

通じて生活面の課題を把握するとともに、

企業や関係機関との連絡調整等の支援を

行うサービス。 

障害者基本計画 障害者基本法に従い、政

府が障がい者の福祉及び、障がいの予防

に関するさまざまな施設を総合的に推進

するための基本計画。この計画に準じて、

都道府県および市区町村などの地方公共

団体でも、それぞれ都道府県障害者計画、

市町村障害者計画を策定しなければなら

ないとされている。 

障害者基本法  昭和45年に制定された

「心身障害者対策基本法」を平成５年に

抜本改正して制定した法律。基本的理念

として、①すべて障がい者は、個人の尊

厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい

処遇を保障される権利を有する、②すべ

て障がい者は、社会を構成する一員とし

て社会、経済、文化その他あらゆる分野

の活動に参加する機会を与えられる、と

定め、障がい者の基本的人権とノーマラ

イゼーションを唱っている。具体的な施

策としては障害者基本計画等の策定のほ

か、医療・教育・雇用・年金など、あら

ゆる分野について、国及び地方公共団体

等の責務等を定めている。 

障害者計画 障害者基本法により、都道府

県及び市町村が策定する障がい者のため

の施策に関する総合的な計画。障害者基

本法による「障害者」とは、身体障がい

者、知的障がい者及び精神障がい者をい

う。計画の範囲は、障がい者についての

雇用・教育・福祉・建設・交通など多岐



 

- 45 - 

にわたり、障がい者の年齢・障がいの種

別・程度に応じたきめ細かい総合的な施

策推進が図れるようにするとしている。

なお、国が定めるものを障害者基本計画

という。 

障害者権利条約 ⇒ 障害者の権利に関す

る条約 

障害者自立支援法 障がい者の福祉サービ

ス等の給付等について定めた法律。平成

25年４月からは、障害者総合支援法に

名称変更された。 ⇒ 障害者総合支援

法 

障害者総合支援法 障害者自立支援法は、

平成25年４月から障害者総合支援法

（法律名は「障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律」と

いう）に改正された。障がい者や難病患

者等の地域社会における共生の実現に向

けて、障害福祉サービスの充実等障がい

者等の日常生活及び社会生活を総合的に

支援することを目的としている。これを

達成するために、都道府県及び市町村に

障害福祉計画の策定を義務づけている。 

障害者の権利に関する条約 障がい者に対

する差別を撤廃し、社会参加を促すこと

を目的として、2006年12月、国連総会

において全会一致で採択された条約。わ

が国は、2007年の同条約署名以降、条

約の批准に向けた国内法の整備等を進め、

2014年１月に同条約を批准し、同年２

月から効力を発することとなった。 

障害福祉計画 障害者総合支援法では、市

町村及び都道府県に障害福祉計画の作成

を義務づけている。市町村及び都道府県

は、厚生労働省告示「障害福祉サービス

及び相談支援並びに市町村及び都道府県

の地域生活支援事業の提供体制の整備並

びに自立支援給付及び地域生活支援事業

の円滑な実施を確保するための基本的な

指針」(「基本指針」という）に即して、

①障害福祉サービス、相談支援及び地域

生活支援事業の提供体制の確保に係る目

標に関する事項、②各年度における指定

障害福祉サービス、指定地域相談又は指

定計画相談の種類ごとの必要な量の見込

み、③地域生活支援事業の種類ごとの実

施に関する事項、等を定めることとされ

ている。障害福祉計画は３年毎に評価し、

新たな計画を定めなければならない。 

障害福祉サービス 障害者総合支援法にお

いて、「障害福祉サービス」とは、居宅

介護、重度訪問介護、同行援護、行動援

護、療養介護、生活介護、短期入所、重

度障害者等包括支援、施設入所支援、自

立訓練、就労移行支援、就労継続支援、

就労定着支援、自立生活援助及び共同生

活支援（グループホーム）とされている。

自立支援給付の介護給付と訓練等給付の

こと。なお、本計画では、これに児童福

祉法に基づく障害児通所支援及び障害児

相談支援を加えたものを「障害福祉サー

ビス等」と表現している。また、単に

「サービス」という場合は障がい者を支

援するあらゆるサービスを指す。 

障害保健福祉圏域 広域的に障がい者福祉

施策を推進する１つの単位。愛知県の障

害保健福祉圏域は、名古屋・海部・尾張

中部・尾張東部・尾張西部・尾張北部・

知多半島・西三河北部・西三河南部東・

西三河南部西・東三河北部・東三河南部

の12圏域で、本町は、春日井市、小牧

市、犬山市、江南市、岩倉市、大口町及

び扶桑町の５市２町で構成する尾張北部

圏域に属している。 

自立支援 障がい者施策で用いられる自立

支援とは、介助が必要な重度の障がい者

であっても、自らの意志によって、自ら

の人生を選択・決定し、社会の一員とし
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て主体的に生きていくための支援をいう。 

自立生活援助 障害者支援施設やグループ

ホーム等から一人暮らしへの移行を希望

する知的障がい者、精神障がい者等につ

いて、本人の意思を尊重した地域生活を

支援するため、一定の期間にわたり、定

期的な巡回訪問や随時の対応により、障

がい者の理解力、生活力等を補う観点か

ら、適時のタイミングで適切な支援を行

う事業。 

身体障害者手帳 身体障害者福祉法に基づ

き交付され、同法に規定する更生援護を

受けることができる者であることを確認

する証票。対象となる障がいは、①視覚

障がい、②聴覚又は平衡機能の障がい、

③音声機能、言語機能又はそしゃく機能

の障がい、④肢体不自由、⑤内部機能障

がい（心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう、

直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイルスによ

る免疫又は肝臓の機能障がい）で、障が

いの程度により１級から６級の等級が記

載される。手帳交付の手続きは、医師

（都道府県知事又は指定都市・中核市の

市長の指定する医師）の診断書を添付し

た交付申請書を都道府県知事又は指定都

市・中核市の市長に提出する。 

生活介護 障害者総合支援法に定める障害

福祉サービスの１つで、常時介護を要す

る障がい程度が一定以上の障がい者が、

主として昼間において、障害者支援施設

やデイサービスセンターで、入浴、排せ

つ又は食事の介護、創作的活動又は生産

活動の機会の提供等を受けるサービスで

ある。 

精神障害者保健福祉手帳 精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律に基づき、都

道府県知事が精神障がいの状態にあると

認めた人に交付する手帳。精神障がいの

等級は、１級から３級に区分され、手帳

所持者は、各種の保健・医療サービス等

を受けることができる。 

成年後見制度 判断能力（事理弁識能力）

の不十分な者を保護するため、一定の場

合に本人の行為能力を制限するとともに

本人のために法律行為をおこない、また

は本人による法律行為を助ける者を選任

する制度。 

セーフティネット 網の目のように救済策

を張り、個人や団体にリスクが発生した

とき、最悪の事態から保護する仕組みで

す。生活や雇用に対して使われることが

多くなっている。 

相談支援 障害者総合支援法に定める相談

支援は、障がい者や障がい者の介護を行

う人などからの相談に応じ、必要な情報

の提供等や、権利擁護のために必要な援

助を行うことにより、障がい者が自立し

た日常生活又は社会生活を営むことがで

きるようにすることを目的とするサービ

スである。相談支援には、基本相談支援、

地域相談支援（地域移行支援・地域定着

支援）及び計画相談支援がある。 

［た行］ 

短期入所（ショートステイ） 障害者総合

支援法に定める短期入所は、居宅におい

て障がい者の介護を行う人が病気等の理

由により介護ができなくなった場合に、

障がい者が短期間入所する障害福祉サー

ビスをいう。 

地域自立支援協議会 相談支援事業をはじ

めとする地域の障がい福祉に関するシス

テムづくりに関し、中核的な役割を果た

す定期的な協議の場として都道府県及び

市町村が設置する協議会。地域自立支援

協議会は、サービス提供事業者、雇用、

教育、医療等の関連する分野の関係者で

構成する。本町にあっては、「大口町障
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がい福祉調整会議」がその役目を担って

いる。 

地域包括ケアシステム 高齢者や障がい者

など何らかの支援を必要とする人が、身

近な地域で生涯を安心して暮らしていけ

るよう、保健・医療･福祉・介護などの

社会資源やマンパワー（人材活力）を広

く活用し、支援を要する人を地域社会全

体で支えるしくみ。 

注意欠陥多動性障がい〔ＡＤＨＤ〕 原因

は不明だが、注意力・衝動性・多動性を

自分でコントロールできない脳神経学的

な疾患と言われる。発達障害者支援法に

より発達障がいとされている。 

同行援護 障害者総合支援法に定める障害

福祉サービスの一種で、移動に著しい困

難がある視覚障がい者が、同行するガイ

ドヘルパーにより、移動の援護、排せつ

及び食事等の介護、その他の必要な援助

を受けるサービスをいう。 

特別支援学校 特別支援教育を受ける学校

のこと。特別支援学校は、視覚障がい･

聴覚障がい･知的障がい･肢体不自由･身

体虚弱の児童を対象とする。平成18年

度までは、養護学校という名称であった。 

［な行］ 

内部障がい 身体障害者福祉法で規定する

身体障がいの１つ。心臓、じん臓、呼吸

器、ぼうこう若しくは直腸、小腸、ヒト

免疫不全ウイルスによる免疫又は肝臓の

機能障がいで、永続し、日常生活が著し

い制限を受ける程度であると認められる

障がいを同法の対象となる身体障がいと

している。一般的に、内部障がいは外見

的に異常のないことが多いため、見た目

にわかりにくく、支援の必要性が周囲に

理解されないことが問題とされている。 

日中活動系サービス 従来の入所施設は、

昼夜のサービスが一体的に提供されてい

たが、障害者総合支援法により、日中活

動の場と住まいの場をそれぞれ別のサー

ビスとなった。日中活動の場とは、生活

介護、療養介護、短期入所、自立訓練、

就労移行支援、就労継続支援及び就労定

着支援並びに地域生活支援事業の地域活

動支援センターで提供されるサービスを

いい、これらのサービスは地域生活をし

ている障がい者も利用できる。 

ノーマライゼーション〔normalization〕 

デンマークのバンク-ミケルセンが知的

障がい者の処遇に関して唱え、北欧から

世界へ広まった障がい者福祉の重要な理

念。障がい者など社会的に不利を負う

人々を当然に包含するのが通常の社会で

あり、そのあるがままの姿で他の人々と

同等の権利を享受できるようにするとい

う考え方であり、方法である。障がい者

に対する取組みが、保護主義や隔離主義

など必ずしもその人間性を十分に尊重し

たものではない状態に陥りがちであった

ことを反省、払拭しようとするもので、

このノーマライゼーションの思想は、

「障害者の権利宣言」の底流をなし、

「完全参加と平等」をテーマとした「国

際障害者年行動計画」に反映されている。 

［は行］ 

発達障がい いくつかのタイプに分類され

ており、自閉症、アスペルガー症候群、

注意欠如・多動性障がい(ADHD)、学習

障がい、チック障がいなどが含まれる。

これらは、生まれつき脳の一部の機能に

障がいがあるという点が共通しており、

同じ人に、いくつかのタイプの発達障が

いがあることも珍しくない。個人差がと

ても大きいという点が、発達障がいの特

徴といえる。なお、アメリカ精神医学会
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の診断基準DSMでは、アスペルガー症

候群を含む広汎性発達障がいが、自閉症

スペクトラム障がいという診断名に分類

される。 

発達障害者支援法 自閉症、アスペルガー

症候群その他の広汎性発達障がい、学習

障がい、注意欠陥・多動性障がいなどの

発達障がいを持つ者の援助等について定

めた法律。 

バリアフリー〔barrier free〕 住宅建築

用語として、障がい者が社会生活をして

いく上でバリア（障壁）となるものを除

去するということをいい、具体的には段

差等の物理的障壁の除去をいう。より広

くは、障がい者の社会参加を困難にして

いる社会的、制度的、心理的な全ての障

壁の除去という意味でも用いられる。 

ピアカウンセリング〔peer counseling〕 

障がい者や高齢者が、自らの体験に基づ

いて、同じ仲間である他の人の相談に応

じ 、 問 題 の 解 決 を 図 る こ と 。 ピ ア

〔peer〕とは、同じ仲間、同じ背景を

持つ人同士を意味する。アメリカの自立

生活センターでとられている方式がわが

国にも伝えられたものである。 

ＰＤＣＡサイクル 事業活動における管理

業務を円滑に進める手法の一つ。Plan

（計画）→Do（実行）→Check（評価）

→Act（改善）の４段階を繰り返すこと

によって、業務を継続的に改善する。 

避難行動要支援者 要配慮者のうち災害が

発生し、又は災害が発生するおそれがあ

る場合に自ら避難することが困難で支援

を要する人。 

福祉避難所 既存の建物を活用し、一般の

避難所では生活に支障を来す介護の必要

な高齢者や障がい者などに対して、ケア

が行われるほか、要援護者に配慮したポ

ータブルトイレ、手すりや仮設スロープ

など、バリアフリー化が図られた避難所

をいう。 

ヘルプマーク 内部障がいや難病をはじめ、

援助や配慮を必要としていることが外見

からは分からない人が、周囲の人に配慮

を必要としていることを知らせることで、

援助を得やすくなるよう、作成したマー

ク。 

放課後等デイサービス 学齢期の障がいの

ある児童が学校の授業終了後や学校の休

業日に通う、療育機能・居場所機能を備

えたサービスをいう。 

訪問系サービス 障害者総合支援法におい

ては、居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護及び重度障害者等包括支援

並びに地域生活支援事業の移動支援をい

う。 

［ま行］ 

民生委員児童委員 民生委員は、民生委員

法に基づき各市町村に置かれる民間の協

力機関。都道府県知事又は指定都市・中

核市の市長の推薦により厚生労働大臣が

委嘱する。民生委員の任期は３年である。

市町村の区域内において、担当の区域又

は事項を定めて、①住民の生活状態の把

握を必要に応じ行うこと、②援助を要す

る人の相談に応じ、助言その他の援助を

すること、③社会福祉事業施設と密接に

連絡し、その事業又は活動を支援するこ

と、④福祉事務所その他の関係行政機関

の業務に協力すること、等を職務とする。

民生委員は、児童福祉法による児童委員

を兼務する。 

モニタリング 計画相談支援においてサー

ビスの利用状況や本人の状況について定

期的に確認すること。 
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［や行］ 

ユニバーサルデザイン 年齢や性別、障が

いの有無に関係なく、誰もが利用しやす

いようにデザインされた環境、サービス、

製品など。 

要配慮者 高齢者、障がい者、乳幼児等の

防災施策において特に配慮を要する人。 

［ら行］ 

療育手帳 児童相談所又は知的障害者更生

相談所において知的障がいと判定された

人に対して交付される手帳。愛知県にお

いては、Ａ判定（重度）、Ｂ判定（中度）

及びＣ判定（軽度）の３種類となってい

る。療育手帳を所持することにより、知

的障がい者は一貫した指導・相談が受け

られるとともに、各種の支援を受けるた

めの基準となる。 

 

 



 

 

 

 


